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はじめに

ラテンアメリカ諸国の開発に関する議論では，工業化は常に中心的課題

であった。ラテンアメリカは，植民地期には欧州や北米への食料・鉱物資

源の供給地という位置づけであったが，２０世紀前半には一次産品輸出に依

存した経済構造の問題点が指摘されるようになった。その後，国家主導に

よる輸入代替工業化政策が志向され，同時に域内経済統合によって，保護

された市場の規模を拡大させてきた。しかし，ラテンアメリカにおける輸

入代替による工業化の試みは，期待された成果を生んだとは言い難い。１９８０

年代まで続く国営企業による独占的な財やサービスの供給は企業の高コス

ト体質を生み，技術進歩が停滞しただけでなく，累積する財政赤字の原因

ともなった。同じ時期に，東アジア諸国では地場企業が力をつけて工業製

品輸出が飛躍的に拡大したのと対照的である。

そうしたなかで，１９９０年代終わりからのコスタリカのハイテク工業製品

輸出の急増は高い注目を集めた。それまでのコーヒーやバナナなどの熱帯

農産品輸出は，短期間のうちに半導体や医療機器といった先端産業の輸出

品に凌駕された。輸出の上位企業も，インテルやホスピーラ，バクスター

といった世界的なグローバル企業の名前があがる。困難と思われてきた競

争力のあるハイテク産業の形成を，コスタリカのような中米の小国が短期

間のうちに成し遂げたことは，他のラテンアメリカ諸国には衝撃であった。

その直後に，チリのようなこれまで特定産業の公的支援に消極的であった

国でも，大統領が率先して米国での IT 企業招致活動に着手したのは象徴

的である。

インテルの進出から１５年を経た現在，果たしてコスタリカの産業構造は

工業化が達成され，経済の安定や，外貨獲得，そして所得向上に貢献した

といえるのであろうか。本章では，その輸出面での高い評価とは裏腹に，

効果は限定的であるばかりか，新たな開発の課題を引き起こしていること

を示す。論の構成は以下のとおりである。まず，第Ⅰ節では産業別のデー

タを用いて，コスタリカ経済の構造の変化を示す。続く第Ⅱ節では，これ
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らを可能とした制度的な側面について検討し，第Ⅲ節では経済の安定，貿

易収支，そして企業立地の観点から，今日進展しているコスタリカ経済の

工業化の課題について分析する。

Ⅰ．産業構造の変化

過去２０年間でみると，コスタリカの産業構造で最も顕著な変化は，製造

業比率の高まりである。図１は，中央銀行のデータをもとに１９９１年固定価

格で示した産業構造の推移を示したものである。製造業部門は１９９１年にGDP

比で２２．８パーセントであったが，１９９８年には２４．４パーセントとなり，さら

に１９９９年には２７．９パーセントと，しだいに比率が高くなっていることがわ

かる。２００７年のリーマンショック後には，製造業輸出の低下とサービスな

図１ GDPの推移（１９９１年固定価格）

（出所） コスタリカ中央銀行データベースのホームページ（http://www.bccr.fi.cr）をもとに
筆者作成。
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ど他産業の成長によってシェアは２３パーセント台に低下しているが，金額

ベースでは依然として拡大を続けている。

製造業の次に大きいのは流通・通信分野である。１９９１年には８．１パーセ

ントと低いシェアであったがしだいに拡大し，２０１０年には商業や農林水産

業を追い越して１７．１パーセントとなった。通信は，これまで国家独占事業

であったが，２０１１年からは携帯電話とインターネット事業に限って民間の

参入が可能となった。携帯電話ではスペイン系のモビスター，メキシコ系

のクラロといった外資系大手企業が参入し，今後高い成長が予想されてい

る。次いで高い割合を占めているのが商業部門である。１９９０年代半ばには

２１．０パーセントに達したが，以後低下傾向にあり，２０１０年には１６．７パーセ

ントとなっている。小売の最大企業は，米国系のウォールマートで，現地

系小売業を大きく引き離している。付加価値のシェアのうえで低下傾向が

著しいのは，農林水産品部門である。１９９１年には１３．４パーセントとシェア

４位であったのが以降低下を続け，２０１０年には１０．１パーセントとなった。

最大項目である製造業部門の拡大は，そのほとんどがフリーゾーン（Zona

Franca）での生産によるものである。図２には，製造業部門の付加価値内

訳を示しているが，それによると，フリーゾーンの付加価値のシェアは，

１９９１年には製造業全体の２．３パーセントとごくわずかであったのが，２０００

年には３２．０パーセント，２０１０年には４１．３パーセントと，金額・シェアとも

に顕著に拡大していることがわかる。その一方で，最大項目であった食料

品は，金額ベースでは１９９１年の５５４億コロン（１ドルが１２２．１コロンに相当）

から９４７億コロン（１９９１年価格）と７１パーセントもの増加をみせたが，シェ

アは３０．１パーセントから２０．７パーセントへ大きく低下した。これら以外の

製造業部門では大きな変動はみられない。

さらに分析を細かくして品目でみると，主要生産品の交代と経済構造の

動向を裏づけることができる。中央銀行が発行する国際標準産業分類（ISIC）

に基づいた生産品目別の付加価値上位１０品目を，それぞれの投入ベースで

分解したのが表１である（１）。これによると，１９９２年に１位であったバナナ

は，２０１０年には８位にまで低下している。また，伝統的にコスタリカの経

済を支えてきたコーヒーは，１９９２年に生豆（Cafe oro）が７位，コーヒー
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果実（Cafe en fruta）が１０位であったのに対し，２０００年に生豆が１０位，２０１０

年には１４位，コーヒー果実は２０位以下に低下している。代わって台頭して

きたのが，フリーゾーンでの生産である。これは後述するとおり，一定の

条件を満たして恩典を与えられた輸出企業の付加価値合計であり，２０１０年

にはコスタリカ経済の GDP比１０パーセントにも達する。また２０１０年には

３位であるパイナップルは，１９９２年では３７位，２０００年には１８位であり，近

年急速に生産が拡大してきたことを示している。これら以外には食肉や乳

製品，飲料・タバコといった一次産品が上位を占めている。

コスタリカの主要生産品を分析すると，依然として輸出に強く依存した

経済構造であることがわかる。２０１０年で１位であるフリーゾーンでは輸出

比率が９８．１パーセントと高いのは当然として，パイナップルは輸出が９５．２

パーセント，バナナが９１．３パーセントである。国内連関の強さを示す中間

消費の割合でみると，フリーゾーン，バナナ，食肉，飲料・タバコで若干

の増加がみられるが，顕著な傾向とはいえない。このことから，主要輸出

図２ コスタリカ製造業の付加価値（１９９１年固定価格）

（出所） 図１に同じ。
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図３ 分野別輸出額の推移

（出所） Procomerのデータベース（http://servicios.procomer.go.cr/estadisticas/inicio.aspx）
を用いて筆者作成。

産品は国内での川下産業が発達しておらず，いわゆる「飛び地」的な産業

連関の度合いが低い傾向は依然続いていると観察される。

かつてのコーヒーとバナナの国といった，コスタリカのイメージは，１９９０

年代から大きく変化している。これは輸出品目の変化に顕著に現れている。

分野別でみると，２０世紀を通じて主力輸出品であったコーヒー・バナナな

ど農業輸出は，２０００年代には輸出額が２０億ドル程度で停滞している（図３）。

また１９９０年代に期待されてきた繊維・アパレル部門は２０００年代には低下傾

向を続けている。代わって台頭しているのが電子機器で，海外の IT 市況

からの影響が大きいものの，２５億ドルという高い輸出収入を得ている。ま

た，ハイテク分野では精密・医療機器も近年急速に輸出を伸ばし，食品を

抜いて３位となった。輸出で２番目に大きい分野は農業でこれも増加を続

けているが，その主役は上述のとおりバナナからパイナップルへと交代し

た。

第６章 コスタリカにおける工業化の進展と課題
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Ⅱ．ハイテク企業誘致への経済政策の転換

コスタリカの産業構造変化の多くは，開発政策の転換によってもたらさ

れたものである。他のラテンアメリカ諸国と同様，１９６０年代から１９７０年代

までは輸入代替政策に特徴づけられる国家による経済活動への広範な介入

がみられた。技術進歩は停滞し，生産の多様化は進まず，新たな輸出市場

の開拓もなかったといわれる（Monge-Gonzáles et al.２０１０,８）。コスタリカ

は，中米共同市場（Central American Common Market: CACM）のメンバー

国であったため，資本財や製品輸入に対して高い関税率を設定していた。

同時に，コスタリカ開発公社（Corporación Costarricense de Desarrollo:

CODESA）傘下の製糖，セメント，アルミ加工といった部門企業によって，

国家が直接生産活動を行っていた。金融の面では，中央銀行が産業銀行を

通じて各産業の与信枠を設定し，金利水準を決め，民間銀行の預金残高を

監督した。同時に価格面での規制も強く，経済省は公営の倉庫と販売所を

もち，さらに価格取調官をおいて市中の小売価格が規定上限価格を上回っ

ていないか監視を行った。

１９８０年代に金融危機に陥ったラテンアメリカの国々は，介入的開発政策

を放棄したが，コスタリカでは例外的に継続された。これには，中米紛争

と対米関係という当時の国際環境が大きく影響している。他の国々で，構

造調整政策の主要な手段としてすすめられた公営企業の民営化についても，

石油精製，電力・電気通信，保険といった主要な部門で国家独占が続いて

いる（Chamberlain２００７）。

ただし，開発政策の方向性と手段は大きく転換した。これまでと異なり，

国内産業育成よりは輸出産業育成に主眼がおかれ，手段も政府が下限価格

を保証する価格支持政策から課税インセンティブ主体へと変わった。

開発政策の手段となる課税インセンティブは，大きく二つの種類がある。

まず特定の条件を満たす輸出企業に対するフリーゾーン制の適用である。

さらに，主として組立・加工後再輸出される産業に対して与えられる，特

別ドローバック制度（Régimende Perfeccionamiento Activo: RPA）と呼ばれ
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る税金免除がある。ここでは，それらの政策について解説し，企業進出の

実態についてもふれる。

１．フリーゾーン

フリーゾーン設置の根拠法となる「フリーゾーンおよび工業団地法」（Ley

Número６６９５）が制定されたのは１９８１年である。フリーゾーンは，政府機

関であるフリーゾーン公団が管理し，工業団地内で輸出品生産を行う企業

に税制特典を与えるというものである。具体的には，

�法人税の最大１００パーセントの減免。
�中間財，資本財，原料にかかる輸入税の免除。
�売上税，付加価値税といった地方税の免除。
�外貨送金の自由。

といったインセンティブが与えられた。その後１９８７年の法令６６９５号と１９９０

年の法令７２１０号で部分的に改訂され，サービス輸出を行う企業や商社に対

しても適用されるようになった。インテルが１９９７年に進出して以降，政府

はハイテク大企業進出のもたらす波及効果の大きさに気づき，有力ハイテ

ク多国籍企業の生産基地，バックオフィス，コールセンターの誘致にいっ

そう積極的になり，法令７８３０号によってそのための環境を整えた。とくに

大きな変更は，工業団地の外にフリーゾーンの制度の適用を認めたことで，

初期投資額が２００万ドルを超える場合に例外的に許可するとした。また，

同時期に予定されていた納税債権証明書（Certificado de Abono Tributario:

CAT）免除廃止によって，国内企業がフリーゾーンに移転することを避け

るために，フリーゾーン内への初期投資額下限は１５万ドルに引き上げられ

た。

ここで想定されている企業は，輸出，もしくは再輸出のための製造・組

立などを行う企業，輸出，もしくは再輸出のための梱包や集配作業を行う

企業，フリーゾーン制度を利用する企業に対してサービスを提供する企業，

もしくは国外にサービスを提供する企業，フリーゾーン制度の利用を促進

させるために活動する企業，研究機関，技術革新の研究を図る企業，各種

第６章 コスタリカにおける工業化の進展と課題

165



運輸手段を修理する企業，となっている（Jetro２００６,９４）。

WTOの決定で，当初コスタリカのフリーゾーンは２００９年までとしてい

た。これは，法人所得税の減免，社会保険料企業負担分の減免，または補

助，資本財設備輸入の際の関税減免の３点が，輸出補助金とみなされたた

めだった（Jetro２００７）。しかし，他の中米・カリブ諸国を中心とする１９カ

国に対しては延期が認められ，コスタリカのフリーゾーンも，撤廃期限は

原則２０１３年末まで，そして２０１５年末までの２年間は移行・準備期間と決定

した。

これを受けて，２０１０年にはフリーゾーン制度法の改正がなされた。その

内容は，以下の三つである（２）。

�適用範囲を非輸出型企業にも適用する。
�それまで操業開始から８年間は法人税は無税であったが，これを５パー
セントとし，その後４年間は１５パーセントとすること，また低開発地

域に立地する企業は操業開始から１２年間は５パーセント，その後４年

間は１５パーセントとなった。ただし，「戦略分野」の企業で，８年間

の間に新規投資１０００万ドル，新規雇用１００人以上を計画する企業に対

しては現行の免除率が認められる。

�フリーゾーン制度適用企業に財・サービスを供給する国内企業にも，
重要と認められ条件を満たすものにはフリーゾーン制度が適用される。

フリーゾーンを利用する企業は増え続け，２００８年には２５９社に達してい

る（Hernández ２００９,６―７）。過去５年間を平均すると年率で約６．３パーセン

トの伸びである。

２．特別ドローバック制度

輸出振興では，「特別ドローバック制度」の果たした効果も大きい。こ

れは，１９９５年に法令７５５７号で制定されたもので，製品の再輸出を条件に，

原材料，中間財，機械設備の輸入に課される諸税を免除するというもので

ある（３）。輸入された原材料や中間財は，変形，修繕，再構成，組立といっ

た加工がなされるか，機械設備，輸送機器，技術的，機能的に複雑な機構
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を有する機械類に据え付け，または組み込まれなければならない。フリー

ゾーンと類似した制度であるが，フリーゾーンは輸出向けのみであるのに

対し，特別ドローバック制度は国内販売にも適用される点が異なる。ただ

し，再輸出の割合が１００パーセントか否かで，二つの形式に分かれる。１００

パーセント再輸出の場合には，原材料，中間財，機械設備，包装，社員教

育や福利厚生費用等に対して，関税，付加価値税，その他の税がすべて免

除される。国内販売も行う場合には，そのために組み込まれた原材料や中

間財の輸入に課される諸税は支払う必要があり，機械設備に対して課され

る諸税は，国内販売比率に応じて減免される。

３．進出企業

税制恩典の利用は，産業ごとに異なる。工業製品では，輸出の６８パーセ

ントがフリーゾーン制を利用した企業によってなされている。一方，特別

ドローバック制度の利用はわずか３パーセントにすぎない。これも品目に

より異なり，たとえば繊維では特別ドローバック制度の利用が２６パーセン

トに達する。一方，農業輸出品については，フリーゾーンが２パーセント

で特別ドローバック制度は０パーセントと低い利用となっているが，同じ

一次産品でも輸出が多い水産業は，フリーゾーン利用が５１パーセントと高

くなっている（Procomer２０１１,９）。

フリーゾーンからの輸出は，１９９０年代半ばから大きく変化している。図

４は，フリーゾーンの輸出額の品目別割合を示している。１９９８年には１２．５

パーセントと最大であったアパレル・繊維は，減少を続け２０１１年には２．２

パーセントにまで縮小している。一方，半導体は，８．０パーセントから２００７

年には１５．４パーセントと急速に拡大し，２０１１年も１８．０パーセントと最大品

目である。医療機器・医薬品の割合は，半導体に次いで２位の９．６パーセ

ントとなっている。このように，フリーゾーン制度を利用した輸出産品に，

産業の高度化が見て取れる。

これら政策の変化で最大の成果といえるのは，世界最大の半導体メーカー

であるインテル社の進出である（４）。工場の発足時は１９９７年４月で，３億ド
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ルを投じて５２ヘクタールの敷地に２棟の組立・テスト工場を建設し２０００人

の雇用を創出した。６年後の２００３年には，生産額がインテル社全体の２２～

２５パーセントに達した。さらに２００５年には新しい生産ラインの立上げのた

めに２億６０００万ドルを追加投資して，３番目の工場を建設し，累積投資額

は７億７０００万ドルに達し，２９００人の従業員と，２０００人の間接雇用を生んだ。

この三つ目の工場は Intel Xeonプロセッサーといった当時最新式のチップ

セットの組立・テスト工場で，マレーシアや中国の工場と同等のものであっ

た。このことから，コスタリカ工場が設立から数年あまりで急速に世界レ

ベルの半導体工場に成長したことがわかる。

医療器具・医薬品では，最大の輸出企業はホスピーラ社である。同社は，

米国に本社をもつ医療器具・医薬品生産・販売を行うグローバル企業であ

り，北米を中心として世界１５カ所に製造・R&D拠点を有する。コスタリ

カではラ・アウロラのフリーゾーンに輸血ポンプなどの製造工場を有し，

企業全体の売り上げの５８パーセントと過半を占める一大製造拠点となって

いる（ホスピーラ社年次報告書２０１１年）。しかし，２０１２年１１月に米国食品医

薬品局（FDA）により，コスタリカで製造された輸血ポンプ製品の欠陥に

図４ 主要輸出品目の推移

（出所） 図３に同じ。
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よる輸入禁止措置がとられたため，短期的には大きな打撃となることが予

想される。

Ⅲ．開発の課題

コスタリカ経済の産業高度化には，課題も残されている。もし，１９９０年

代からのコスタリカ政府がとった政策が効果の高いものであるならば，同

様の問題に直面するラテンアメリカにとっては，模倣すべき重要な発展モ

デルといえる。しかし，もし課題があるとしたら，その適用には十分な留

意が必要となる。本節では，コスタリカではどのような問題が生じている

かを，経済の安定性，外貨獲得，地域間格差の観点から分析する。

１．経済の不安定性

まず指摘できるのは，外国法人による先端産業依存は，必ずしも安定的

な経済発展につながらない，ということである。産業別の GDP寄与率で

みた図５にあるように，コスタリカ経済の経済変動要因の最大項目が製造

業であり，その変動の多くが半導体輸出と連動している。

経済政策の転換もあり，コスタリカは外国法人への依存度が高い経済構

造となっている。表２にはコスタリカの法人の収入額上位５００社を対象と

したランキングをもとに，上位企業の構成を示している（５）。ここからわか

るとおり，上位の約２８パーセントの企業は外国法人である。収入でみると

その比率はさらに高まり，コスタリカの現地法人全体とほぼ等しい，１５８

億コロンを得ている。１社平均では，現地法人の約２倍の１億１３７４万コロ

ンであり，また雇用者１人当たりでも４９万７千コロンと高い収入を得てい

ることがわかる。また，かつて経済を主導した国営法人は，現在では５００

法人中２９法人にとどまり，その内訳も行政サービスや社会関連サービスが

中心である（６）。

企業の産業別構成をみると，先端産業では外国法人へ依存していること
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が明らかである。産業別の構成では，製造業は，現地法人が２４．４パーセン

ト，外国法人が２８．１パーセントと大きく変わらない。しかし，製造業の内

訳では，現地企業の４４．４パーセントが食品や飲料といった現地の生産物を

加工する産業であるのに対し，化学，電子部品・回路，電気・通信機器は

合計で２２．２パーセントと少ない。一方，外資はそれぞれ１７．９パーセント，

４８．７パーセントと逆転している。この傾向は，企業の輸出額でみるといっ

そう明らかであり，輸出額上位１０社のうち，電子機器は外資が３社，内資

は１社，医療機器は２社とも外資である（表３）。上位５０社の輸出額に占

める各社の割合は，半導体を輸出するインテル社が３５．１パーセントと突出

して大きく，次いで同じ米国の医療機器・医薬品メーカーであるホスピー

ラ社が６．０パーセントと２位につけている。これら近年のハイテク輸出は，

ほぼ外国法人によってなされていることがわかる。

このように，外国法人に依存している半導体産業は，シリコン・サイク

ルとよばれる４年周期程度の景気変動が繰り返されることが知られている

（大貫１９９３）。これは，半導体産業が規模の経済をともなう装置産業であ

ることが原因で，需要の伸びに合わせて企業が設備投資を行うと，供給能

図５ 産業別 GDP寄与度の推移

（出所） コスタリカ中央銀行のデータベース。
（注） 分野別寄与度は，各分野の GDPへの寄与の大きさを示す。当該年の分野別付加価値－
前年の分野別付加価値）／前年の GDPで計算され，全分野の合計はGDP成長率と等しくなる。

170



現地法人 外国法人 国営法人

法人数（社） ３３２ １３９ ２９

収入合計（千コロン） １７，０８３，４２７ １５，８０９，８７４ １２，３６３，６８８

１社平均収入（千コロン） ５１，４５６ １１３，７４０ ４２６，３３４

雇用者数合計（人） １４４，９４０ ６８，１８８ １１７，１７５

１社平均雇用者数（人） ４７４ ６０９ ４，５０７

１人当たり収入（千コロン） ３３７ ４９７ ２１４

分野別企業数（社） 農林水産業 １０（３．０） ３（２．２） １（３．４）
製造業 ８１（２４．４） ３９（２８．１） １（３．４）
情報通信 １５（４．５） ７（５．０）
建設 １６（４．８） ４（２．９）
運輸・保管 １６（４．８） ９（６．５）
金融・保険 ３２（９．６） ８（５．８） ７（２４．１）
宿泊・飲食 ２２（６．６） １５（１０．８）
卸・小売 ９５（２８．６） ４１（２９．５）
保健・医療 ７（２．１） ３（２．２）
その他 ３８（１１．４） １０（７．２） ２０（６９）

製造業内訳
食品・飲料 ３６（４４．４） ７（１７．９）
化学 １３（１６．０） ８（２０．５）
電子部品・回路 ２（２．５） ４（１０．３）
電気・通信機器 ３（３．７） ７（１７．９）
その他 ２７（３３．３） １３（３３．３） １（１００）

順位 企業名 所有 部門
輸出額

（１００万ドル）
輸出上位５０社に占める
輸出額割合（％）

１ インテル 外資 電子機器 １，８３２．１ ３５．１
２ ホスピーラ 外資 医療機器・医薬品 ３１５．９ ６．０
３ デルモンテ 外資 食品・飲料 １６３．９ ３．１
４ バクスター 外資 医療機器・医薬品 １４９．５ ２．９
５ コカ・コーラ 外資 食品・飲料 １３２．７ ２．５
６ コンドュセン 内資 電子機器 １２５．２ ２．４
７ レメシンク 外資 電子機器 １０６．４ ２．０
８ ライカ 内資 食品・飲料 １０４．０ ２．０
９ アラフエラ工業 内資 繊維・アパレル １０１．３ １．９
１０ トリムポット電子 外資 電子機器 ９２．８ １．８

上位５０社の合計 ５，２２３．７０ １００

表２ 法人の構成（２０１２年上位５００企業）

（出所） EKA dicienbre２０１２−enero２０１３掲載のデータを集計して筆者作成。
（注） 分野別データのカッコ内の数値は，部門別割合，および製造業内訳は製造業内での割
合をパーセンテージで表示したもの。

表３ 輸出額上位企業ランキング（２００６年）

（出所） Revista Eka（Junio２００７）をもとに筆者作成。
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力が一気に過大となり価格の低下と企業の業績悪化につながる，というも

のである。大きな景気変動は，半導体産業につきものといえることから，

半導体輸出のシェアが他国よりはるかに大きいコスタリカ経済は，景気変

動に影響を受けやすい。

２．ハイテク産業の外貨獲得能力

また，外貨獲得の効果は過大評価すべきでない，という点も重要である。

第Ⅰ節でみたとおり，輸出品目では工業製品の伸びが著しく，そのほとん

どがインテル社による半導体輸出である。しかし，輸出による外貨収入が，

中間財の輸入で相殺されたり，また輸入が上回っていたら逆に外貨の面で

は負の効果がある。実際にコスタリカのケースでは，輸入中間財の額が大

きく，過去６年間で輸出超過になっているのが直近の１年のみである（図

６参照）。リーマンショック後の世界的な半導体需要の落ち込みという要

因はあるものの，輸出収入への効果は限定的といえる。インテル社のコス

タリカでの半導体製造工程が，回路が埋め込まれたウーハーとよばれるシ

リコン板を輸入し，それを切り離してチップにマウントしセラミックなど

図６ 集積回路・プリント基板の輸出入額推移

（出所） 図３に同じ。
（注） 集積回路・プリント基板の合計額の，輸出・輸入額を示す。
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でパッケージに封入するいわゆる「後工程」とよばれる部分であることか

ら（Monge２００５），輸出品製造にともなって中間財の輸入が膨らむ構図は

今後も変化がないとみられる（７）。政府は，米州開発銀行の支援を受けたCosta

Rica Provee（コスタリカ供給）プログラムなどで外資系 IT 企業との現地リ

ンケージの強化を目標として掲げている。しかし，インテルなどに供給で

きる高いレベルの製品をつくることができる国内企業の成長は，中期的に

もあまり展望が開けていない（Ciravegna２０１２）。

３．地域間所得格差

社会公正の面からは，最先端の工業製品輸出依存の経済発展は，中央と

地方の所得格差を招く危険があることも看過できない。フリーゾーンの効

果としては，雇用の拡大につながるとされる。しかし，フリーゾーンの立

地は，比較的富裕な中央州に集中し，なかでもエレディア，アラフエラ，

サンホセ，カルタゴの４都市のみで，９１パーセントにも達する（図７参照）。

輸出港のあるプンタレナスやリモン，グアナカステにも存在するものの，

図７ フリーゾーン進出企業の立地

（出所） Procomer（２０１１,９）をもとに筆者作成。
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２～５パーセントにすぎず，業種も農産品加工が主である。フリーゾーン

は，１９８０年代までは地方開発の目的を有していたが，企業の進出が進まず

挫折した経験がある（Clark１９９７）。これをふまえ，現在はインフラ施設が

整った中央州が中心となっているが，地域格差の一因となっていることは

否定できない（８）。

同時に，所得格差是正の原資となる，高所得の法人からの税収が見込め

ない構造となっている現状がある。前節でみたとおり，高収益をあげてい

る企業の多くはフリーゾーンに立地しているため，課税対象から逃れてい

る。大企業の法人税は免除され，また海外への利潤送金も制限がないとな

れば，所得再分配のための税収は限定されたものとならざるを得ない。財

政再建のための税制改革として，フリーゾーンに進出する企業への１５パー

セントの課税制度導入が２０１１年から国会で議論されているが，現在のとこ

ろ与党内にも反対意見が強い（La Nación, el１５de octubre,２０１１）。ハイテク

外資の受け入れ促進政策と，中央・地方の所得格差の是正という政策目標

の間には相矛盾する点も抱えている。

おわりに

過去３０年間で，コスタリカ経済は産業構造・輸出品構成の面で大きく変

化した。かつての主力産業であったコーヒーやバナナといった農業，およ

びその加工産業が後退し，その後輸出産業として現れた繊維産業も１９９０年

代から衰退している。これらに代わって，インテルに代表される電子機器

や，医療機器・医薬品産業などのハイテク産業が台頭してきている。

これを促した背景として１９９０年代の政策転換がある。インテルの企業規

模拡大とコスタリカの繊維産業衰退にともなう代替産業探しの時期がうま

く合ったという偶然の要素もあるが，その他にもコスタリカ政府の強い産

業振興政策の志向性や，Procomer，CINDE（９）などに蓄積されたハイテク

部門対内直接投資を促進する人的・制度的インフラ整備の蓄積が大きかっ

た。他のラテンアメリカ諸国では，同じ時期に構造調整政策をすすめ，経
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済の自由化と規制緩和をすすめたのとは対照的に，コスタリカでは，ハイ

テク産業に絞って部門振興政策が維持されたといえる。

産業構造と輸出産品の高度化という，ラテンアメリカ諸国が共通して抱

える開発の課題を，コスタリカは短期間のうちに解決したようにみえる。

しかし，本章で示したように，インテルなどハイテク製品輸出への過度の

依存が，マクロ経済や貿易収支の不安定性，および，所得格差の拡大要因

として浮かび上がっている。

コスタリカが今日抱えている問題は，産業の高度化をすすめるすべての

発展途上国が直面し得る課題である。ハイテク外国法人からのスピルオー

バー効果による技術進歩の実現や，ハイテク輸出品の世界的なサプライチェー

ンに，現地企業が重要な位置を占めるようになることが政策目標として掲

げられているが，現状では困難が多い。

【注】
�１ サービス業を除いた，一次産品，製造業の品目リストで，品目数は９８である。
これには，コスタリカ独自の品目である「零細産業」「フリーゾーン」「特別ドロー
バック制度（RPA）」の項目も含む。

�２ 詳細については，Procomerのホームページ（http://www.procomer.com/contenido/）
を参照。

�３ 制度の詳細は，Procomerホームページ（同上）参照。
�４ インテル社進出の経緯については，Spar（１９９８），および北野（２０１２）を参照。
�５ ここでの企業収入ランキングには，コスタリカのビジネス月刊誌 EKAが毎年１２
月に発表する“Las５００de EKA”を用いて，筆者が２００５年から２０１２年を連結して作
成した。もとになっている資料は，EKA誌がコスタリカで活動する法人７５０社に対
して行ったアンケート調査であり，回答がなかった法人については，監督局のデー
タや納税額から推計して求めている。法人の売上や収益，雇用者数に関する公的
な統計はなく，これがほぼ唯一の企業統計リストである。

�６ 例外は国家独占事業となっている石油精製・流通事業を行っている RECOPE社
と，保険業の CCSS，電力・電信の ICEである。これらは，企業ランキングでは常
に最上位に位置し，雇用規模も大きい（北野２０１２）。

�７ アイルランドは，同様にハイテク外資の誘致政策をすすめた国として知られる
が，現地企業へのスピルオーバーが大きく対照的なケースとなっている。アイル
ランドとコスタリカの比較については，Pauas（２００５）を参照。

�８ 地域格差と地域開発については，第７章を参照。
�９ Procomer，CINDEについては，北野（２０１２）を参照。

第６章 コスタリカにおける工業化の進展と課題
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